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柳が崎湖畔公園（びわ湖大津館を含む。）指定管理業務仕様書 

 

令和８年８月６日 

 

ア 施設概要 

   別紙「維持管理特記仕様書」のとおり 

 

イ 管理運営方針 

 (1) 管理運営に関する基本的な考え方 

   びわ湖大津館（旧琵琶湖ホテル）は、昭和初期に全国に建設された国際観光ホテルの１つです。

当時の旧状を残す貴重な歴史遺産となっているうえ、琵琶湖辺の恵まれた自然の中、広がりのある

多目的広場や回遊性のある散策園路を持つ柳が崎湖畔公園内に位置しているため、広場や水辺と一

体的で多様な利用が可能となる施設です。さらに、びわ湖大津館に隣接する敷地には、イングリッ

シュガーデンがあり、薔薇を中心として四季折々の花を咲かせています。 

   このように、柳が崎湖畔公園（びわ湖大津館を含む。）は大いなる可能性を秘めた施設であり、市

民ニーズに対応した利活用を行うことで、施設の活性化はもとより地域の発展に貢献するもので

す。また、平成２５年に大津市びわ湖大津館の利活用審議会から提出された提言書を踏まえ、大津

市内外から多くの方が訪れる施設を目指し、管理運営を行います。 

  ※大津市びわ湖大津館の利活用審議会の提言書は、必ずご確認ください。 

 (2) 質の高いサービスの提供 

   満足度の高い公園の管理運営のため、特に柳が崎湖畔公園においては、びわ湖大津館やイングリ

ッシュガーデン等を通して質の高いサービスの提供を行い、市民に憩いの場を提供するとともに市

民福祉の保持増進を図ります。 

   また、利用者の増加に努め、増加した利用料金収入を公園の管理運営費に充てることにより、更

に満足度の高い公園の管理運営でなければなりません。 

   サービス提供の効果確認及び更なるサービス向上のため、3 半期ごとに 1 度以上利用者に対しア

ンケートを実施することとします。アンケートを実施する際は、内容について事前に市の承認を得

ていただきます。また、アンケート実施結果及び対応方針についても 3 半期ごとに報告していただ

きます。 

 (3) 市民、ボランティアとの協働等 

   地域住民やボランティア、公園愛護会等と連携し、役割分担のうえ、地域にふさわしい公園づく

りを目指します。また市民からの要望に対して迅速かつ誠実に対応し、市民主体の公園づくりを目

指します。 

 (4) 環境配慮の推進 

   管理業務の実施にあたっては、電気等エネルギーの効率的利用、廃棄物の発生抑制・適正処理、

リサイクルの推進、環境負荷の低減に資する物品等の調達（グリーン購入）など、環境への配慮に

努めるものとします。 

 (5) 地域景観の質の向上 

   良好な都市公園の景観は、都市の風格を高め、都市の顔となるなど、都市全体の景観の質を高め

る役割を持っています。また、都市公園において良好な景観を形成することは、単にその公園の中
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に心地よい空間を形成することに留まらず、周辺住民や利用者の景観への意識を高め、周辺の施設

や住宅における緑化の推進など、公園からその周辺へ景観形成の取組を波及させていく力も持って

います。 

   都市公園を、都市景観の重要な構成要素として認識し、適切な維持管理に努めます。  

 (6) 障害者の雇用等 

   障害者の雇用について、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）に基づ

く雇用率を達成できるよう努めるものとします。 

   また、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年法律第

50 号）に基づき、同施設等からの物品等の調達に努めるものとします。 

 (7) 人権への配慮 

   職員の採用にあたっては、公平な採用選考や人権研修の実施など、人権に配慮した業務遂行に努

めるものとします。 

 (8) 人材育成について 

   職員の資質を向上させる計画を立て、質の高いサービスの提供に努めるものとします。 

 (9) 市内事業者への配慮 

   委託業務の発注や物品の調達等において、市内事業者への発注に努めるものとします。  

 (10) 地元住民の雇用促進 

   公園施設の維持管理を行うにあたり、地元住民の雇用促進の配慮に努めるものとします。また、 

地元住民の意見を尊重し、柔軟な管理運営に努めるものとします。 

 

ウ 法令遵守 

  都市公園の管理運営に当たっては、この仕様書のほか、次の法令等を遵守してください。また、業

務を遂行するうえで、当然に適用を受ける法令（国、県、市の通達、通知等を含む）がある場合に

は、必ず遵守してください。なお、法令等については、常に最新の事項を把握し遵守してください。 

 (1) 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

 (2) 都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号） 

 (3) 大津市都市公園条例（昭和 40 年大津市条例第 18 号） 

 (4) 大津市都市公園条例施行規則（昭和 45 年大津市規則第 31 号） 

(5) 大津市公の施設の指定管理者の手続きに関する条例（平成 25 年大津市条例第 19 号） 

(6) 大津市公の施設の指定管理者の手続きに関する条例施行規則（平成 25 年大津市規則第 24 号） 

 (7) 大津市個人情報保護法施行条例（令和 4 年 12 月 22 日大津市条例第 43 号） 

 (8) 大津市個人情報保護法等施行細則（令和 5 年 4 月 1 日大津市規則第 13 号） 

 (9) 大津市職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例（平成 23 年大津市条例第 48 号） 

 (10) 大津市施設等における農薬・殺虫剤等薬剤適正使用ガイドライン（平成 27 年 5 月 1 日大津市保

健所保健総務課） 

 (11) 市有施設の室内等における化学物質使用に関するガイドライン（令和 7 年 4 月大津市保健所保健

総務課） 

 (12) 大津市都市公園使用料・利用料金減免基準 

(13) デング熱・チクングニア熱等蚊媒介感染症の対応・対策の手引き（平成 29 年 4 月国立感染 
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症研究所） 

(14) 計量法(平成 4 年法律第五十一号) 

 

エ 情報管理 

 (1) 管理業務の実施に伴い取得した情報の取り扱い 

   管理業務を行うことにより知り得た情報を他に漏らし、又は不当な目的のために利用してはなり

ません。また、指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は指定管理者が

使用する者が管理業務に従事しなくなった後においても同様とします。 

 (2) 管理業務の実施に伴い取得した個人に関する情報の取り扱い 

   個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）を遵守し、個人情報の漏洩、滅失又は毀

損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。また、管

理業務に従事する者は、その業務に従事しなくなった後も含め、その業務に関して知り得た個人情

報をみだりに他人に知らせ、又は不当に使用してはなりません。 

 

オ 業務内容 

 (1) 施設の特性を活かした活用を企画すること 

  ① 琵琶湖の自然を活かした環境学習施設としての利活用を図る 

  ② 琵琶湖畔に位置する観光スポットとして利活用を図る 

  ③ 学生や地域住民、ボランティア団体等の協働の場として利活用を図る 

  ④ ロケーションを活かしたイベントの場として利活用を図る 

 (2) 公園施設を良好な状態に維持管理すること。 

   利用者が快適でかつ安全に施設等を利用できるよう、善良なる管理者の注意をもって、公園を常

に良好な状態に管理しなければなりません。 

  ① 都市公園法第２条第２項に規定する公園施設（これに付帯する設備及び用具を含む。以下「公

園施設」といいます。）について、法令等により義務付けられている点検及び清掃等を行うこと。  

  ② 公園施設全般に係る機能及び安全性の日常点検を行うこと。 

  ③ 植栽を維持管理特記仕様書のとおり良好な状態に維持すること。 

  ④ 公園内の除草、清掃、ごみ収集を行うこと。 

  ⑤ 公園利用者が常に安全に利用できる良質な環境を提供するため、必要に応じて飲料水や散水等

の水質検査、沈殿物・異物の除去、蚊媒介感染症等のリスク地点の清掃又は物理的駆除（ごみや

不要物の撤去）等、公園の適切な環境衛生の維持を行うこと。 

  ⑥ 公園施設の修繕等を行うこと。 

  ⑦ 電気料、水道料等の光熱水費及び通信運搬費の支払いを行うこと。 

  ⑧ 当該公園が指定管理者により管理運営されていることを示すため、指定管理者名と連絡先を公

園内に表示（入口及び主要箇所）するとともに、案内パンフレット等にも明記すること。  

  ⑨ 集中豪雨、台風、強風、大雨等の警報発令時等における警戒配備体制の設置及び、被害状況報

告と応急措置をとること。また、大雪警報発令時における警戒配備体制の設置及び、被害状況報

告と除雪作業を実施すること。 

  ⑩ 災害時において、大津市地域防災計画及び大津市国民保護計画に準ずる非常配備体制の設置、
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職員の参集、施設点検、状況報告及び応急措置を速やかにとること。また、大津市が災害時応援

協定を締結している団体と連携し、復旧措置を講ずること。 

 (3) 公園の適切な利用管理を行うこと。 

  ① 市民の平等利用の確保及び市民サービスの向上を図ること。 

  ② 市民の要望に対する迅速かつ誠実な対応及び説明責任を徹底すること。 

  ③ 公園利用に係るトラブル、苦情等には、迅速かつ適切に対応すること。 

  ④ 公園利用者に対し、施設の内容及び利用方法等を案内・説明すること。 

  ⑤ パンフレットの作成、配布等の広報活動を行うこと。 

  ⑥ 公園内を巡視し、安全又は効果的な利用について指導・助言を行うこと。 

  ⑦ 事故等の予防に努め、事故等があった場合には負傷者の保護のほか適切な措置等を行うととも

に、直ちに市に報告すること。 

  ⑧ 公園施設の現状、利用状況等について、定期的に調査し、市が定める様式により報告するこ

と。 

  ⑨ 災害発生時において、利用者の安全確保等の対応を行うこと。 

  ⑩ 法令で定められた消防訓練を行うこと。 

  ⑪ 法令で定められた防火設備点検を行うこと。 

  ⑫ 市民の要望、苦情等について 365 日 24 時間受付し、対応すること。この業務については夜間

を除き、第三者への再委託をしてはならない。 

  ⑬ 公園の維持管理を担う公園愛護会やグリーンレンジャー、地元自治会、その他ボランティア団

体等との連携及び連絡調整を図ること（例えば、除草・清掃時期の調整、除草後の刈草の収集・

処分等）。 

  ⑭ 公園駐車場の不適正利用（放置、目的外利用など）の把握と適正な利用啓発及び、指導を行う

こと。 

  ⑮ 自動販売機については、市が設置許可を行うため、指定管理者以外の設置・管理を妨げないこ

と。また、指定管理者が自動販売機を設置する場合は、競争入札により設置する自動販売機を選

定する等収入増に努めること。なお、酒（アルコール）類の販売は禁止とする。 

  ⑯ 公園施設に付帯する備品や設備について、定期的な点検と適切な保守を行うこと。 

(4) 有料公園施設の使用許可又は不許可を行うこと。 

   大津市都市公園条例第７条第１項に規定する有料公園施設の使用許可又は不許可を行ってくださ

い。使用許可又は不許可に関する事務について、第三者へ再委託することはできません。  

   これらの許可に伴う利用料金は、当該指定管理者の収入とします。また、市又は市教育委員会等

が事業を有料公園施設において実施する場合は、優先的な予約や使用料の減免（大津市都市公園使

用料・利用料金減免基準に基づく）等を行うものとします。 

 

カ 指定期間 

 令和 9 年 4 月 1 日から令和 12 年 3 月 31 日までの 3 年間とします。 

 

キ 経費等 

 指定管理の基準費用（指定期間中の委託料総額の上限額）は、 
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１５４，８３９千円（３年間総額（消費税及び地方消費税を含む）） 

 とします。 

利用料金収入は、市が条例で規定する額（以下「利用料金上限額」）の範囲内で市長の承認を得て定め

ることができます。 

利用料金上限額については、施設使用料適正化の観点から、指定期間開始後に見直しを行う可能性

があり、見直しの結果、条例に規定する『利用料金上限額』を改定する場合は、原則、改定前と改定

後の『利用料金上限額』の差額分に係る利用料金収入額を申請時の指定管理料に反映の上、改定後の

指定管理料総額を決定することとします（令和９年４月 1 日施行予定の利用料金上限額の改定は、基

準費用に反映済み）。 

なお、指定管理料に反映する際の再算定方法は以下のとおりです。 

（１） 改定後の各年度の指定管理料を再算定する。 

①改定後の利用料金上限額－改定前の利用料金上限額＝利用料金上限額の差額 

②利用料金上限額の差額＋各年度申請時の利用料金提案額＝各年度改定後の利用料金額 

③各年度改定後の利用料金額×各年度申請時の年間利用者（件）数＝各年度改定後の年間利用料

収入額 

④各年度申請時の年間総経費－各年度改定後の年間利用料金収入額＝各年度指定管理料 

（２）（１）により再算定した各年度指定管理料の合計を改定後の指定管理料総額とする。  

 

ク 有料公園施設 

 本公園の有料公園施設は下記のとおりとします。 

(1) 庭園 

  (2) 多目的ホール 

  (3) 会議室 

【利用料金上限額】条例による 

（参考）令和８年４月１日現在                            （税抜） 

 

庭園 
個人利用 

一回券 300 

回数券 3,000 

団体利用 一回券 240 

多目的ホール １時間 2,250 

会議室 全日 300 

 

（参考）令和９年４月１日から                            （税抜） 

 

庭園 
個人利用 

一回券 370 

回数券 3,700 

団体利用 一回券 300 

多目的ホール １時間 2,810 
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会議室 全日 370 

 

 

 (4) 駐車場   

【利用料金上限額】条例による 

（参考）令和８年４月１日現在                            （税込） 

駐車開始から 1 時間を経過するまでに出庫する場合 220円 

 

ケ リスク管理（リスク分担） 

  管理業務に係る経費の主なリスクは次の表のように分担します。 

種類 内容 
負担者 

市 指定管理者 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、

暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰

すことのできない自然的又は人為的な現象）により発

生した施設、設備の修復に要する経費（下記以外） 

○  

不可抗力により発生した施設、設備の修復に要する経

費のうち、指定管理者の責めに帰すべき事由によりそ

の経費が増加したと認められる場合における当該増加

した経費 

 ○ 

不可抗力により発生した指定管理者の損害及び損失  ○ 

施設・設備等の損傷 経年劣化によるもの（小規模なもの）  ○ 

経年劣化によるもの（上記以外） ○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できない

もの（小規模なもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できない

もの（上記以外） 
○  

物価等の変動 人件費、物件費等の物価変動に伴う経費の増加（消費

税率の改定に伴うものを除く。） 
 ○ 

金利の変動に伴う経費の増加  ○ 

利用者の減少（天候不順によるものを含む。）、需要見

込みの誤りその他の事由による利用料金収入の減少 

 

○ 

ただし、市長

が特に認める

場合は、協議

により定める

ことができ

る。 

政治、行政的理由に

よる管理業務の変更 

政治、行政的理由から管理業務の全部又は一部を変更

した場合における経費の増加（災害対応を含む。） 
○  

第三者への賠償 

 

 

管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与

えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  
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セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  ○ 

事業終了時の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又は期間途中に業

務を廃止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

周辺地域・住民及び

施設利用者への対応 

周辺地域との協調、施設の管理運営業務内容に対する

住民及び施設利用者からの苦情・要望等への対応 
 ○ 

※ 施設・設備等の損傷については、見積金額 200 万円（消費税及び地方消費税を含む）以下のものに

ついては、指定管理者の負担とします。 

 

コ 施設賠償責任保険への加入 

  都市公園内の事故等により、損害が発生した場合、施設の管理瑕疵による損害は指定管理者の責任

となりますので、損害賠償保険等必要な保険に加入するものとします。なお、以下の補償額を最低限

満たしていなければなりません。 

 ・保険金額  対人 １名   １億円 

        対人 １事故 １０億円 

        対物 １事故 ２，０００万円 

        免責 １事故  ０円（対人・対物共通） 

 

サ 経理規程 

  指定管理者は経理規程を策定するものとします。 

 

シ 公租公課 

  指定管理者は、法人（人格のない社団等で代表者の定めがあり、収益事業を行うものを含む）の住

民税、法人が行う事業に係る事業税、事業所税、新たに設置した償却資産に係る固定資産税、消費税

等の納税義務者となる可能性があります。 

  詳しくは、市税については大津市総務部市民税課（市民税、事業所税）、同資産税課（固定資産

税）、国税については大津税務署、県税については滋賀県西部県税事務所に、それぞれ問い合わせてく

ださい。 

 

ス 報告事項 

  指定管理者は、市が指定する様式により事業報告書を提出しなければなりません。また、各報告書

については電磁的記録による提出をしなければなりません。なお、報告内容に応じ、市が Excel、

CSV その他必要なデータ形式を指定することがあります。 

 (1) 月次報告書 

 (2) ３半期報告書 

 (3) 年次報告書 

 

セ モニタリング 

  市は、「大津市指定管理者制度導入施設モニタリング指針」に基づき指定管理者が行う業務の実施状

況及び施設の管理状況の確認を行うものとします。この場合、市民からの苦情を減らすための指示事

項や業務実施状況を確認することを目的として、随時、施設に立ち入る場合があります。 
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  指定管理者は、業務の改善の指示を受けた場合は、速やかに応じるものとします。 

 

ソ 備え付けの物品等について 

 (1) 指定管理期間開始時に備え付けている備品類は指定管理期間内において指定管理者にこれらを貸

与します（備品一覧参照）。ただし、これらの管理や修繕に係る経費は、指定管理者の負担としま

す。 

 (2) 本市の所有に属する物品等については、市財務規則その他の規則に基づいて管理していただきま

す。 

 (3) 市が貸与している備品類については、年度ごとに管理状況を市に報告していただきます。 

   物品等は整理し、購入・廃棄等の異動については、毎月の事業報告の際、書面で市に報告してい

ただきます。 

 (4) 指定管理者が、指定管理期間中に管理経費により購入した物品は、指定管理期間満了後に市に引

き継ぐものとします。ここでいう物品とは「大津市都市公園条例施行規則別表」に記載のある備品

を意味します。 

 

タ 修繕・工事費の精算について 

   公園施設の修繕・工事費については、適正な予算執行を図るため、指定期間の上限額を定め、上

限額に満たない場合は返還いただきます。 

  精算の対象となる「修繕・工事費」の上限額は、 

 １４，９４０千円（３年間総額（消費税及び地方消費税を含む。）） 

  とします。 

 (1) 修繕・工事の実施計画の策定 

   指定管理者は、年度ごとに上記の「修繕・工事費」の範囲内で公園施設の修繕・工事の実施計画

（以下「実施計画」という）を策定し、市に提出していただきます。 

   市は提出された実施計画の審査を行い、必要性の認められる修繕・工事（以下「修繕等」とい

う）について承認を行います。指定管理者は、実施計画に定めていないものについても、修繕等を

必要とする事案が生じた場合は、適宜修繕等を実施しなければなりません。  

 (2) 精算の方法について 

修繕費等は、各年度の指定管理委託料の一部として単年度協定で定める額を支払うものとし、当

該年度における執行実績にかかわらず支払うものとします。 

指定管理者は、年度ごとに修繕等の実施状況について報告書を作成し、当該年度末までに市に提

出していただきます。 

 前頁の精算の対象となる「修繕・工事費」から、指定期間内に市の承認を得た実施計画の予算額

及び実施計画に定めないが必要に応じて行った修繕等の実費額を控除した「過払金」については市

に返還していただきます。過払金は、指定期間の最終年度の翌年度の４月末までに市に返還しなけ

ればなりません。 

   なお、市の承認を得た実施計画の予算額及び実施計画に定めていないが必要に応じて行った修繕

等の実費額が上記の精算の対象となる「修繕・工事費」を超えている場合でも、リスク分担表にも

とづき負担していただきます。 
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チ 緊急時の対応                                       

大津市地域防災計画において、芝生広場、駐車場が指定緊急避難場所に、びわ湖大津館は指定避

難所に位置づけられており、次のとおり対応をお願いします。 

 (1) 指定避難所に指定されている施設 

① 平常時の備え 

指定管理者は、事故や災害等の緊急事態が発生した場合に速やかに必要な措置が講じられるよ

う、事故対応マニュアル、避難誘導計画、災害対応マニュアル等を整備するとともに、防災訓練の

実施等により職員等への周知徹底に努めること。 

② 災害発生時の業務 

災害発生時※において、指定管理者は、大津市地域防災計画等に基づき、市と緊密に連携し、次

に定める災害対応に当たること。※風水害については自治体が避難情報を発表するレベル、地震に

ついては震度５弱以上を想定している。  

市の要請があった場合、業務時間内外を問わず速やかに参集するとともに、市から避難所の開設

要請があった際には、マニュアルに基づき、避難所の開設及び運営支援を行う。  

③ 費用負担 

前号に定める業務の遂行に直接要した費用は、原則として市の負担とする。費用の範囲や精算方

法は別途協議の上定めるが、協議においては指定管理者が支出を免れた経常経費の減額も考慮す

る。 

(2) 緊急指定避難場所に指定されている施設 

① 平常時の備え  

指定管理者は、事故や災害等の緊急事態が発生した場合に速やかに必要な措置が講じられるよ

う、事故対応マニュアル、避難誘導計画、災害対応マニュアル等を整備するとともに、防災訓練の

実施等により職員等への周知徹底に努めること。 

② 災害発生時の業務 

災害発生時※において、指定管理者は、大津市地域防災計画等に基づき、市と緊密に連携し、次

に定める災害対応に当たること。※風水害については自治体が避難情報を発表するレベル、地震に

ついては震度５弱以上を想定している。 

市の要請があった場合、マニュアルに基づき、施設の被害状況を確認・報告するなどの対応を講

じること。 

③ 費用負担 

前号に定める業務の遂行に直接要した費用は、原則として指定管理者の負担とする。ただし、施

設の滅失・毀損等の偶発的費用は市の負担とし、詳細は別途協議の上定める。 

 

ツ その他留意事項 

 (1) 都市公園法に基づく占用許可等及び大津市都市公園条例に基づく行為許可等の許可（有料公園施

設の使用料を除く）に関する業務は、市が行います。但し、行為許可（集会、イベント、写真撮影

等）に係る受付業務を行っていただきます。 

 (2) 管理業務を一括して第三者に委託することはできませんが、あらかじめ市長の承認があった場合

はこの限りではありません。 
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 (3) 管理業務の範囲外の業務（自主事業） 

   指定管理者は、都市公園の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲において、自

己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとします。ただし、この場合、あら

かじめ市の承認が必要です。 

   指定管理者は自主事業の利益（消費税及び地方消費税を除く）の５０％以上（１円未満切捨て）

を、施設の修繕・工事費等に充てていただきます。 

 (4) 市が指定する自主事業 

   市が指定する事業はありませんが、本施設の会議室については、現状の稼働率が低い状況にある

ことから、単なる貸室として管理するだけでなく、指定管理者の創意工夫により、施設の魅力向上

及び利用促進に資する空間として、自主事業で積極的に活用していただきます。 

 (5) 自主事業における施設利用料及び使用料 

   指定管理者が自主事業を実施する場合は、事前に市の承認を受けるものとし、当該事業に要する

経費は指定管理者の負担とします。自主事業により得られる参加料、受講料、販売収入その他の収

入は指定管理者の収入としますが、指定管理業務に係る収支とは区分して経理し、市に報告しま

す。指定管理者が自主事業のために有料公園施設を専用的又は優先的に使用する場合は、一般利用

者との公平性を確保するため、条例等に定める利用料金又は使用料相当額を自主事業に係る経費と

して計上します。利用料金制を採用している施設については、当該利用料金相当額を指定管理業務

に係る収入として整理し、自主事業収支から控除するものとします。 

また、自主事業の内容が行政財産の目的外使用、都市公園条例等に基づく行為許可又は占用許可

を要する場合は、指定管理者はあらかじめ市と協議し、必要な許可を受けなければなりません。こ

の場合において、条例等に基づき使用料又は占用料が発生するときは、指定管理者がこれを負担

し、市に納付するものとします。 

自主事業に係る施設利用料、使用料、占用料、光熱水費その他必要経費の取扱いについて疑義が

ある場合は、指定管理者は事前に市と協議し、市の指示に従うものとします。  

 (6) 令和９年 4 月 1 日以前において、既に使用承認のあった施設利用や実施が決定している事業につ

いては、現在の管理者から引き継ぐものとします。 

 (7) 指定期間の終了に際し、引き続き指定管理者として管理業務を行わないときは、大津市が指定す

る次期指定管理者に対し、円滑かつ支障なく管理運営業務を遂行できるよう引継ぎを行うこととし

ます。 

 (8) 今後の市の政策により、一部の施設を政策実行のため優先して使用することがあります。その

際、予約者等との調整事務については随時協力していただきます。 

 (9) 業務の遂行にあたっては、維持管理特記仕様書によるもののほか、維持管理特記仕様書（共通

編）に基づき実施するものとします。 

(10) 公園再整備に伴う指定管理範囲の見直し 

    柳が崎湖畔公園（びわ湖大津館を含む。）においては、公園の再整備を検討しております。同公

園については、整備期間中及び整備後、本指定管理の範囲から外れることがあります。指定管理

の範囲から外れた場合、公園の維持管理費が軽減されるため、軽減される費用を算定し、市と指

定管理者が協議の上、指定管理の範囲変更後の指定管理料に反映させることがあります。  

 (11) 業務の遂行にあたり、この仕様書に定めのない事項については、随時市と協議し、決定します。 


